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説部分において合意を得たものを20年度初頭の庁内推進会
議（次長会）に諮り了承をえた。

今後は条例改正に取り組む。
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市の最高規範として位置付けている自治基本条例であるため、解釈や運用の統一が不可欠である。

市民による研究会開催のため、解釈や運用の統一のため、庁内組織での検討を検討を行えたため有効と考える。

解説の解釈及び条例改正箇所が一定の統一にいたった。
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条例の本文・解説についての見直しを庁内で検討し、市民参画の自治基本条例推進研究会や政策調整会
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